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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 21,737 △9.7 119 △41.4 79 △45.7 81 ―

21年3月期 24,078 128.6 204 380.5 147 695.8 △155 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 12.25 ― 2.9 0.7 0.6
21年3月期 △23.38 ― △5.5 1.0 0.8

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △5百万円 21年3月期  △3百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 12,004 2,886 24.0 434.31
21年3月期 12,149 2,772 22.8 417.43

（参考） 自己資本   22年3月期  2,884百万円 21年3月期  2,772百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 911 162 △617 805
21年3月期 1,906 △135 △2,589 349

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 33 40.8 1.2

23年3月期 
（予想）

― ― ― 5.00 5.00 32.2

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

10,300 △4.4 64 145.3 66 151.0 61 182.1 9.18

通期 21,100 △2.9 131 9.4 113 41.5 103 26.5 15.51
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、25ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 7,353,443株 21年3月期 7,353,443株

② 期末自己株式数 22年3月期  710,861株 21年3月期  710,650株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 21,741 △9.7 37 △74.5 57 △58.0 70 ―

21年3月期 24,089 129.5 147 246.2 135 800.2 △151 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 10.68 ―

21年3月期 △22.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 12,394 2,883 23.3 434.15
21年3月期 12,400 2,785 22.5 419.37

（参考） 自己資本 22年3月期  2,883百万円 21年3月期  2,785百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については 
3ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

10,300 △4.4 72 ― 65 524.2 92 517.9 13.85

通期 21,100 △3.0 135 260.1 110 92.9 133 87.5 20.02
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当期におけるわが国経済は、前年度の世界的な景気減速の影響から深刻な状態が続いてまいりました

が、経済対策やアジア等の高成長に支えられ、緩やかな回復傾向にあります。しかしながら、雇用環境

や個人消費の悪化は続いており、依然として厳しい経営環境が続いてまいりました。 

かかる状況のもと、当社グループは、販売価格の維持と適正利益の確保を図り、採算性を重視する販

売活動を徹底してまいりましたが、需要の低迷による販売数量の減少により、売上高は21,737百万円

(前年同期比9.7％減)となりました。 

 利益面につきましては販管費の削減や金融コストの圧縮を図ったものの売上高減少により営業利益は

119百万円(前年同期比41.4％減)、経常利益は79百万円(前年同期比45.7％減)、当期純利益は81百万円

(前年同期は155百万円の損失)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 洋紙卸売業 

当事業部門におきましては、販売価格の維持と適正利益の確保を図り、採算性を重視した販売活

動を徹底してまいりましたが、需要の低迷による販売数量の減少により、売上高は21,679百万円

(前年同期比9.7％減)となり、利益面では、販管費の削減を図ったものの売上高の減少により、営

業利益は70百万円(前年同期比51.6％減)となりました。 

② 不動産賃貸業 

当事業部門におきましては、売上高は145百万円(前年同期比0.1％減)となり、営業利益は48百万

円(前年同期比15.5％減)となりました。 

  

次期の見通しにつきましては、緩やかに経営環境は回復していくものと期待されます。 

 当社グループといたしましてはグループ全体の経営資源の集中化を図り、効率的・機動的な経営体制

を確保することを目的とし、平成22年4月1日付で販売子会社2社を吸収合併し、更なる販売管理を強化

し収益確保に努めてまいります。 

平成22年度通期の連結業績につきましては、以下のとおり予定しております。 

 連結売上高   21,100百万円（前年同期比 2.9％減） 

  連結営業利益    131百万円（前年同期比 9.4％増） 

  連結経常利益     113百万円（前年同期比41.5％増） 

  連結当期純利益    103百万円（前年同期比26.5％増） 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況 

                                （単位：百万円） 

 
 ・資産は前連結会計年度比145百万円減少しましたが、これは主に現金及び預金が 

   456百万円増加し、商品及び製品が268百万円、未収入金が115百万円及び有形固 

   定資産が179百万円減少したことによるものであります。  

    ・ 負債は前連結会計年度比258百万円減少しましたが、これは主に支払手形及び買 

       掛金が372百万円及び長期借入金が210百万円増加し、1年内償還予定社債が500 

      百万円及び短期借入金が380百万円減少したことによるものであります。 

 ・純資産は前連結会計年度比113百万円増加しましたが、これは主に利益剰余金が 

   233百万円増加し、資本剰余金が151百万円減少したことによるものであります。 

  

  ②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は前連結会計年度

末に比べ456百万円増加し、805百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は911百万円(前年同期は1,906百万円の獲得)となりました。 

 これは主に、たな卸資産及び未収入金が減少し、仕入債務が増加したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は162百万円(前年同期は135百万円の使用)となりました。 

 これは主に、有形固定資産の売却及び保険積立金の解約によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は617百万円(前年同期は2,589百万円の使用)となりました。 

 これは主に、社債の償還によるものであります。 

  

(2) 財政状態に関する分析

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

資産 12,149 12,004 △145

負債 9,376 9,117 △258

純資産 2,772 2,886 113

自己資本比率 22.8% 24.0% 1.2%
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 自己資本比率             ：自己資本／総資本 

時価ベースの自己資本比率       ：株式時価総額／総資本 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率  ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ   ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての 

     負債を対象としております。 

  

当社は株主の皆様のご期待に応えるため、経営基盤の強化と収益力の向上に努めてまいります。 

 利益配分につきましては、業績状況を勘案した上で可能な限り安定した配当を維持していく方針であり

ます。 

当社の剰余金の配当は期末配当の年１回を基本としておりますが、当社は会社法第459条第１項に基

き、取締役会の決議によって「基準日を定めて剰余金の配当をすることができる」旨を定款に定めており

ます。 

これらの方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、1株につき5円とさせていただきます。 

（連結配当性向40.8％）。次期の配当は期末に5円を予定しております。（予想配当性向32.2％） 

  

  

  

  

  

平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期

自己資本比率（％） 30.5 28.2 27.1 22.8 24.0

時価ベースの自己資本比率
（％）

22.6 19.9 22.0 18.9 12.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

─ 3.8 ─ 1.4 2.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

─ 17.6 ─ 38.3 28.8

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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 平成22年3月31日までの企業集団の状況につきましては、最近の有価証券報告書（平成21年6月26日

提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開

示を省略しております。 

 なお、当社は平成22年4月1日付で子会社の河内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社を吸収合併した

ことに伴い「事業の内容及び事業系統図」を下記のとおり変更しております。 

  

 当社グループは、当社（株式会社共同紙販ホールディングス）、子会社（関東流通株式会社、ファ

イビストオフィス株式会社）の計3社で構成されており洋紙の販売を主たる業務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 

 
  

  上記の当社グループの状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

［事業系統図（平成22年4月1日付）］ 

 

2. 企業集団の状況

（1）洋紙卸売業 ・・・・当社が洋紙を顧客へ販売しております。関東流通株式会社は当社を含む顧

客商品の保管・加工・配送を行っております。 

また、当社はファイビストオフィス株式会社を通じて特殊紙等を仕入れて

おります。

（2）不動産賃貸業 ・・・当社が不動産賃貸業を行っております。
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当社グループは国民の豊かな社会生活に極めて重要な教育と文化に「紙」媒体を通じて貢献すること

を、経営の基本理念としております。 

日本全国に網羅した物流拠点からタイムリーに「原紙」を配送し販売することによって、新聞・書

籍・教育図書・情報雑誌・折込広告等の製作に関わってまいりました。日常生活に欠くことのできない

生活必需品の「紙」を常に安定供給していくとともに、環境の変化にも迅速に対応できる体制を図り、

紙のあらゆる可能性を追求しつつ永続的発展を目指しております。 

  

当社グループは、平成25年3月期までの目標経営指標として以下の項目を掲げております。 

   売上高経常利益率 ： 1.0％以上 

   有利子負債額   ：15億円以下 

   自己資本比率   ：30.0％以上 

  

当社グループの位置する紙卸商業界を取り巻く環境は、流通簡素化の流れや卸商の購買先である代理

店との競合により、生き残りをかけた厳しい状況にあります。 

 一方、卸商が得意とする小口需要に対するきめ細かい販売領域は、国内洋紙市場の約3割を占め今後

も一定の規模が維持されていくと考えられます。 

 当社グループは、この商域を確保しつつ経営基盤をより強化するため、抜本的な経営組織・経営体制

の改革を図り、堅実かつ着実な組織の構築を目指してまいります。 

 その様な考えのもと、当社は平成22年4月1日付をもって販売子会社2社を吸収合併し、販売体制の強

化と、グループ全体の経営資源の集中化を図り、効率的・機動的な経営体制を確保してまいります。 

  

  

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 555,432 1,011,708

受取手形及び売掛金 5,054,259 5,123,284

商品及び製品 891,400 622,780

未収入金 760,461 645,207

その他 67,928 66,925

貸倒引当金 △51,909 △45,461

流動資産合計 7,277,572 7,424,445

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,605,242 2,599,105

減価償却累計額 △1,149,531 △1,214,390

建物及び構築物（純額） 1,455,711 1,384,714

機械装置及び運搬具 302,972 303,667

減価償却累計額 △248,345 △260,046

機械装置及び運搬具（純額） 54,627 43,621

土地 1,501,769 1,417,953

その他 131,696 134,027

減価償却累計額 △87,416 △103,092

その他（純額） 44,280 30,934

有形固定資産合計 3,056,388 2,877,224

無形固定資産   

のれん 757,284 717,427

その他 87,191 60,350

無形固定資産合計 844,476 777,778

投資その他の資産   

投資有価証券 491,091 535,630

出資金 218,851 218,851

その他 261,166 170,459

投資その他の資産合計 971,108 924,941

固定資産合計 4,871,973 4,579,944

資産合計 12,149,546 12,004,389
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,057,095 6,429,882

1年内返済予定の長期借入金 － 60,000

短期借入金 1,600,000 1,220,000

1年内償還予定の社債 500,000 －

賞与引当金 79,170 78,240

その他 227,292 195,485

流動負債合計 8,463,558 7,983,607

固定負債   

長期借入金 － 210,000

社債 500,000 500,000

退職給付引当金 393,463 401,370

その他 19,600 22,950

固定負債合計 913,063 1,134,320

負債合計 9,376,621 9,117,928

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 928,340 776,560

利益剰余金 △153,767 79,416

自己株式 △258,061 △258,115

株主資本合計 2,897,563 2,978,914

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △116,373 △89,149

為替換算調整勘定 △8,264 △4,851

評価・換算差額等合計 △124,638 △94,001

少数株主持分 － 1,548

純資産合計 2,772,925 2,886,461

負債純資産合計 12,149,546 12,004,389
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(2)【連結損益計算書】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 24,078,293 21,737,074

売上原価 21,077,518 19,002,820

売上総利益 3,000,774 2,734,253

販売費及び一般管理費   

役員報酬及び給料手当 1,137,459 1,086,900

賞与引当金繰入額 70,404 76,786

退職給付費用 105,214 108,231

減価償却費 123,327 95,231

運賃 424,859 400,594

その他 935,167 846,719

販売費及び一般管理費合計 2,796,432 2,614,464

営業利益 204,342 119,788

営業外収益   

受取利息 6,027 5,557

受取配当金 30,015 25,611

設備賃貸料 12,343 11,568

その他 10,466 9,773

営業外収益合計 58,852 52,511

営業外費用   

支払利息 44,475 28,536

手形売却損 29,802 51,317

支払手数料 17,004 －

その他 24,837 12,588

営業外費用合計 116,121 92,441

経常利益 147,073 79,858

特別利益   

貸倒引当金戻入額 45,516 27,448

その他 4,310 4,452

特別利益合計 49,826 31,901

特別損失   

投資有価証券評価損 186,998 －

減損損失 112,909 －

関係会社株式売却損 － 2,115

合併関連費用 － 2,304

その他 30,089 127

特別損失合計 329,996 4,547

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△133,095 107,212

法人税、住民税及び事業税 22,232 19,483

過年度法人税等 － 7,291

法人税等合計 22,232 26,774

少数株主利益 － △966

当期純利益又は当期純損失（△） △155,328 81,405
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,381,052 2,381,052

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,381,052 2,381,052

資本剰余金   

前期末残高 740,757 928,340

当期変動額   

合併による増加 708,753 －

欠損填補 △521,170 △151,779

当期変動額合計 187,582 △151,779

当期末残高 928,340 776,560

利益剰余金   

前期末残高 △522,835 △153,767

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △155,328 81,405

欠損填補 521,170 151,779

連結範囲の変動 3,768 －

持分法の適用範囲の変動 △542 －

当期変動額合計 369,067 233,184

当期末残高 △153,767 79,416

自己株式   

前期末残高 △257,365 △258,061

当期変動額   

自己株式の取得 △696 △53

当期変動額合計 △696 △53

当期末残高 △258,061 △258,115

株主資本合計   

前期末残高 2,341,608 2,897,563

当期変動額   

合併による増加 708,753 －

当期純利益又は当期純損失（△） △155,328 81,405

欠損填補 － －

連結範囲の変動 3,768 －

持分法の適用範囲の変動 △542 －

自己株式の取得 △696 △53

当期変動額合計 555,954 81,351

当期末残高 2,897,563 2,978,914
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △127,402 △116,373

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,029 27,223

当期変動額合計 11,029 27,223

当期末残高 △116,373 △89,149

為替換算調整勘定   

前期末残高 － △8,264

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,264 3,412

当期変動額合計 △8,264 3,412

当期末残高 △8,264 △4,851

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △127,402 △124,638

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,764 30,636

当期変動額合計 2,764 30,636

当期末残高 △124,638 △94,001

少数株主持分   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 1,548

当期変動額合計 － 1,548

当期末残高 － 1,548

純資産合計   

前期末残高 2,214,206 2,772,925

当期変動額   

合併による増加 708,753 －

当期純利益又は当期純損失（△） △155,328 81,405

連結範囲の変動 3,768 －

持分法の適用範囲の変動 △542 －

自己株式の取得 △696 △53

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,764 32,184

当期変動額合計 558,718 113,536

当期末残高 2,772,925 2,886,461
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△133,095 107,212

減価償却費 156,573 127,193

社債発行費償却 8,130 －

のれん償却額 39,857 39,857

投資有価証券評価損益（△は益） 186,998 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △58,605 △6,447

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,236 △930

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,912 7,907

受取利息及び受取配当金 △36,042 △31,169

支払利息 50,537 28,536

持分法による投資損益（△は益） 3,741 5,906

投資有価証券売却損益（△は益） △4,310 △2,499

固定資産売却損益（△は益） △15 △1,945

固定資産除却損 735 136

移転費用 26,946 －

投資事業組合運用損益（△は益） 185 －

保険解約損益（△は益） 2,407 △4,681

減損損失 112,909 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 2,115

事業再編損失 － 2,304

売上債権の増減額（△は増加） 2,787,541 △69,025

たな卸資産の増減額（△は増加） 801,152 268,619

未収入金の増減額（△は増加） △391,380 113,604

その他の流動資産の増減額（△は増加） △10,885 5,602

その他の固定資産の増減額（△は増加） 49,237 869

仕入債務の増減額（△は減少） △1,690,690 372,787

未払金の増減額（△は減少） △21,402 △1,333

未払消費税等の増減額（△は減少） 26,484 △39,881

その他の流動負債の増減額（△は減少） △13,243 26,462

その他の固定負債の増減額（△は減少） △7,309 3,350

小計 1,911,603 954,549

利息及び配当金の受取額 36,555 31,481

利息の支払額 △49,799 △31,670

移転費用の支払額 △26,399 －

事業再編による支出 － △2,252

法人税等の還付額 44,511 6,311

法人税等の支払額 △10,328 △47,007

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,906,143 911,411
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △26,000 －

有形固定資産の取得による支出 △56,659 △9,415

無形固定資産の取得による支出 △79,843 △1,300

有形固定資産の売却による収入 10 85,785

投資有価証券の取得による支出 △16,224 △22,355

投資有価証券の売却による収入 11,115 7,289

出資金の分配による収入 2,441 －

貸付けによる支出 － △1,336

貸付金の回収による収入 1,896 1,610

保険積立金の解約による収入 28,153 92,346

関係会社株式の売却による収入 － 9,900

投資活動によるキャッシュ・フロー △135,110 162,523

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △2,588,930 △2,300,000

短期借入れによる収入 － 1,920,000

長期借入金の返済による支出 － △30,000

長期借入れによる収入 － 300,000

社債の償還による支出 － △500,000

自己株式の取得による支出 △696 △53

配当金の支払額 △170 △5

少数株主への配当金の支払額 － △7,600

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,589,797 △617,659

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △818,764 456,275

現金及び現金同等物の期首残高 542,487 349,432

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 626,276 －

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△567 －

現金及び現金同等物の期末残高 349,432 805,708
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   該当事項はありません。 

(5) 継続企業の前提に関する注記
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社  

  河内屋紙㈱  

  はが紙販㈱  

  関東流通㈱  

  ファイビストオフィス㈱

連結子会社の数 ４社  

  河内屋紙㈱  

  はが紙販㈱  

  関東流通㈱  

  ファイビストオフィス㈱

 当連結会計年度における連結子会社

の異動は次のとおりであります。  

（新規）  

 当社商品の販売を行うため河内屋紙

㈱及びはが紙販㈱を設立いたしまし

た。  

（合併）  

 平成20年４月１日に合併した㈱はが

紙販ホールディングスの関係会社であ

ったファイビストオフィス㈱を含めま

した。  

（除外）  

 ㈱フォーレストエイトは当連結会計

年度において清算手続を開始したため

除外いたしました。

 

２ 持分法の適用に関する事

項

 持分法適用関連会社   １社 

     ㈱ポイント商社

 持分法適用関連会社   １社    

     ㈱ポイント商社

 当連結会計年度における持分法適用

関連会社の異動は次のとおりでありま

す。  

（合併）  

 平成20年４月１日に合併した㈱はが

紙販ホールディングスの関係会社であ

った㈱ポイント商社を含めました。

 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の事業年度の末日と連結

決算日は一致しております。

         同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ 有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

イ 有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

   

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  

  時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

ロ たな卸資産 

  先入先出法による原価法（収益性の 

 低下による簿価切下げの方法）

ロ たな卸資産 

  先入先出法による原価法（収益性の 

 低下による簿価切下げの方法）

 （会計方針の変更） 

 ① たな卸資産の評価基準及び評価方 

  法の変更 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 について、従来移動平均法による原価 

 法を採用しておりましたが、当連結会 

 計年度から先入先出法による原価法に 

 変更しております。 

  この変更は、新しい在庫評価システ 

 ム導入を契機に仕入価格の変動をより 

 適時に在庫評価に反映させるため、ま 

 た、仕入割戻を当期の仕入高に対応さ 

 せて各期の仕入単価を把握し、適切な 

 原価管理を行うためであります。 

  なお、この変更に伴い売上総利益、 

 営業利益、経常利益、税金等調整前当 

 期純利益がそれぞれ4,089千円減少し 

 ております。

 

 ② 棚卸資産の評価基準に関する会計 

  基準の適用 

  「棚卸資産の評価基準に関する会計 

 基準」（企業会計基準委員会 平成18 

 年７月５日 企業会計基準第９号）を 

 当連結会計年度から適用し、評価基準 

 については、原価法から原価法（収益 

 性の低下による簿価切下げの方法）に 

 変更しております。 

  なお、この変更に伴う損益に与える 

 影響はありません。

 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法（ただし、親会社の建物 

  （附属設備を除く）は定額法）を採 

  用しております。 

   なお、主な、耐用年数は次のとお 

  りであります。 

  建物及び構築物     4～50年 

  機械装置及び運搬具   4～17年 

  その他         5～15年

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

       同左

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウエアに 

   ついては、社内における利用可能期 

   間（５年）に基づく定額法を採用し 

  ております。

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

       同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

ハ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。  

 なお、リース取引開始日が適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

 ハ リース資産   

         同左 

  

 

  

 

  

 

  

 

   

 (3) 重要な引当金の計上基

準

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

イ 貸倒引当金  

          同左

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

ロ 賞与引当金  

         同左

ハ 退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産に基づき、計上し

ております。

ハ 退職給付引当金  

         同左

 (4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理  

 税抜方式を採用しております。

  消費税等の会計処理 

       同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 のれんの償却については、20年間の

定額法により償却を行っております。

 同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

 同左
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準)  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 この変更に伴う損益に与える影響はありません。

  ─────────────────────

(社債発行費の処理方法)  

 社債発行費の処理方法については、従来、償還までの

期間にわたり定額法にて償却しておりましたが、財務の

健全化を図るため、当連結会計年度から支出時に全額を

費用処理する方法に変更いたしました。 

 なお、この変更に伴い、経常利益が4,876千円減少し

ており、税金等調整前当期純損失が4,876千円増加して

おります。
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（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(連結貸借対照表)  

１ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」と掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」と掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」は全額「商

品及び製品」であります。    

─────────────────────

２ 前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「未収入金」は資産の総額の

100分の5を超えることとなったため区分掲記することに

変更いたしました。なお、前連結会計年度における「未

収入金」は276,839千円であります。    

３ 前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「出資金」は重要性が

増したため、区分掲記することに変更いたしました。な

お、前連結会計年度における「出資金」は2,310千円で

あります。    

(連結損益計算書)  

１ 前連結会計年度において販売費及び一般管理費の

「その他」に含めて表示しておりました「運賃」は販売

費及び一般管理費の合計額の100分の10を超えることと

なったため区分掲記することに変更いたしました。 

なお、前連結会計年度における「運賃」は95,593千円で

あります。

(連結損益計算書)  

１ 前連結会計年度において営業外費用に区分掲記して

おりました「支払手数料」（当連結会計年度2,500千

円）は、営業外費用の100分の10以下であるため、当連

結会計年度においては「その他」に含めて表示しており

ます。

２ 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「支払手数料」は営業外費用

の合計額の100分の10を超えることとなったため区分掲

記することに変更いたしました。なお、前連結会計年度

における「支払手数料」は2,000千円であります。
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

１  個別引当の貸倒引当金(流動資産152,042千円、投

資その他の資産152,040千円)が対象債権より直接

控除されております。

１  個別引当の貸倒引当金(流動資産133,015千円、投

資その他の資産75,581千円)が対象債権より直接

控除されております。

２  受取手形裏書譲渡高      162,421千円 

手形債権流動化による譲渡高 3,145,599千円

２   受取手形裏書譲渡高      153,885千円 

手形債権流動化による譲渡高 2,738,510千円

３  手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の

とおりであります。 

  未収入金            662,065千円

３  手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の

とおりであります。 

  未収入金            567,176千円

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。   

 

   ──────────────────── 

  

 

  

 

 

場所 用途 種類

埼玉県深谷市 遊休資産 土地

宮城県岩沼市 遊休資産 土地

        当社グループは、原則として、事業用資産につ

いては本支店を基準としてグルーピングを行って

おり、遊休資産及び賃貸用資産については個別資

産ごとにグルーピングを行っております。  

 当連結会計年度において、事業の用に供してい

ない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（112,909千円）として特

別損失に計上しました。  

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、土地については不動

産価格査定額により評価しております。
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前連結会計年度(自 平成20年４月1日 至 平成21年３月31日） 

 
（注）発行済株式の増加は、平成20年４月１日に、吸収合併に際し株式会社はが紙販ホールディングスの平成20年３

月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式数１株に対し当社普通株

式0.541株の割合をもって割当交付したことによる増加分であります。 

  

 
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

  

該当事項はありません。 

  

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。  

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,427,483 1,925,960 ─ 7,353,443

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 708,598 2,052 ─ 710,650

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項
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当連結会計年度(自 平成21年４月1日 至 平成22年３月31日） 

 
  

 
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

  

該当事項はありません。 

  

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 
  

 （開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

ストック・オプション、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示

の必要性が大きくないと考えるため開示を省略します。 

  

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,353,443 ― ― 7,353,443

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 710,650 211 ─ 710,861

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年5月25日 
取締役会

普通株式 33,212 利益剰余金 5.00 平成22年3月31日 平成22年6月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 555,432千円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

206,000千円

現金及び現金同等物 349,432千円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,011,708千円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

206,000千円

現金及び現金同等物 805,708千円
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前連結会計年度(自 平成20年4月１日 至 平成21年3月31日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,722,268千円であり、その主なものは当社

での余資運用資金(現金及び投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。 

  

当連結会計年度(自 平成21年4月１日 至 平成22年3月31日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,997,037千円であり、その主なものは当社

での余資運用資金(現金及び投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

洋紙卸売業
(千円)

不動産賃貸業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 24,020,282 58,010 24,078,293 ─ 24,078,293

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

─ 87,600 87,600 (87,600) ─

計 24,020,282 145,610 24,165,893 (87,600) 24,078,293

営業費用 23,873,846 87,704 23,961,550 87,600 23,873,950

営業利益 146,435 57,906 204,342 ─ 204,342

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 7,275,458 2,151,819 9,427,277 2,722,268 12,149,546

減価償却費 102,855 53,717 156,573 ─ 156,573

減損損失 ─ ─ ─ 112,909 112,909

資本的支出 127,364 14,688 142,053 ─ 142,053

洋紙卸売業
(千円)

不動産賃貸業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 21,679,268 57,805 21,737,074 ─ 21,737,074

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

─ 87,600 87,600 (87,600) ─

計 21,679,268 145,405 21,824,674 (87,600) 21,737,074

営業費用 21,608,399 96,485 21,704,885 87,600 21,617,285

営業利益 70,868 48,919 119,788 ─ 119,788

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 6,819,214 2,188,137 9,007,352 2,997,037 12,004,389

減価償却費 71,327 55,865 127,193 ─ 127,193

資本的支出 4,415 ─ 4,415 ─ 4,415
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前連結会計年度（自平成20年4月1日 至平成21年3月31日）及び当連結会計年度（自平成21年4月

1日 至平成22年3月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項は 

ありません。 

  

前連結会計年度（自平成20年4月1日 至平成21年3月31日）及び当連結会計年度（自平成21年4月

1日 至平成22年3月31日）  

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 
  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 
１株当たり純資産額 417円43銭

 
１株当たり純資産額 434円31銭

 
１株当たり当期純損失 23円38銭

 
１株当たり当期純利益 12円25銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失が計上されているため記載してお

りません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。    

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △155,328 81,405

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）(千円)

△155,328 81,405

普通株式の期中平均株式数(株) 6,643,589 6,642,743
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（株式会社トモエの事業の譲受について） 

 当社は、平成21年３月30日開催の取締役会において、

平成21年５月１日に株式会社トモエの洋紙販売事業及び

これに付随する事業（裁断事業）を譲り受けることを決

議し、同日付で事業譲渡契約書を締結いたしました。 

 この契約に基づき、平成21年５月１日付で株式会社ト

モエの洋紙販売事業及びこれに付随する事業（裁断事

業）を譲り受けました。 

（1）事業譲り受けの理由 

    同業である株式会社トモエの事業を譲り受け 

   ることにより、当社グループの洋紙販売事業の 

   業容拡大を図るため。 

（2）譲り受ける相手会社の名称及び事業の内容 

    譲り受ける相手会社の名称 株式会社トモエ 

    事業の内容        洋紙販売事業 

                 及びこれに付 

                 随する事業 

                 （裁断事業） 

（3）譲り受ける資産・負債の額及び重要な特約 

    譲り受ける具体的資産は次のとおりであり、 

   これらを無償で譲り受けます。 

   ①従業員の雇用（当社が新たに雇用条件を提示 

    して従業員が同意した場合に限る。） 

   ②取引先に関する情報 

    その他、株式会社トモエの資産、負債につい 

   ては一切譲り受けいたしません 

（4）譲り受けの時期 

    平成21年５月１日  

 

（河内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社を吸収合併

することについて） 

 当社は、平成21年11月11日開催の取締役会において、

下記のとおり当社の100％子会社である河内屋紙株式会

社及びはが紙販株式会社を吸収合併することを決議し、

河内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社と合併契約書を

締結いたしました。 

（1）合併の目的 

 当社は、平成20年4月1日に（旧）河内屋紙株式会社及

び（旧）はが紙販株式会社がそれぞれ会社分割により販

売部門を100％子会社化（河内屋紙株式会社及びはが紙

販株式会社）し、同時に分割会社同士が合併して持株会

社体制へ移行、それまでの旧両社の販売体制を維持しつ

つ経営基盤の整備・強化を図ってまいりました。 

 昨今の激変する経営環境の中、当社は、更なる販売体

制強化と、グループ全体の経営資源の集中を図り、効率

的・機動的な経営体制を確保することを目的とし、平成

22年4月1日を効力発生日として、100％子会社である河

内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社を吸収合併いたし

ました。 

（2）合併の要旨 

 ①合併の日程 

  合併決議取締役会  平成21年11月11日（当社、 

  河内屋紙株式会社及びはが紙販株式会社） 

  合併契約締結      平成21年11月11日 

  合併期日（効力発生日） 平成22年4月1日 

（注）本合併は、当社において会社法第796条第3項に 

   定める簡易合併であり、また、河内屋紙株式会 

   社及びはが紙販株式会社においては同法784条 

   第1項に定める略式合併であることから、いずれ 

   も合併承認株主総会を開催いたしません。 

 ②合併方式 

   当社を存続会社、河内屋紙株式会社及びはが紙 

  販株式会社を消滅会社とする吸収合併でありま 

  す。本合併による新株発行及び資本金の増加はあ 

  りません。 

 ③消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関 

  する取り扱い 

   該当事項はありません。 

（3）合併会社の概要 

 ①商号 

  株式会社共同紙販ホールディングス（存続会社） 

 ②事業内容 

  洋紙卸売業 

 ③設立年月日 

  昭和27年３月28日   
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

④本店所在地  

  東京都中央区晴海三丁目12番１号 

 ⑤代表者の役職氏名 

  代表取締役社長 郡司 勝美 

 ⑥資本金の額 

  2,381百万円（平成22年３月31日付） 

 ⑦発行済株式数 

  7,353,443株（平成22年３月31日付） 

 ⑧純資産 

  2,883百万円（平成22年３月31日付） 

 ⑨総資産 

  12,394百万円（平成22年３月31日付） 

 ⑩事業年度の末日 

  ３月31日 

 ⑪大株主及び持株比率（平成22年３月31日付） 

  日本製紙株式会社        17.20％ 

  日本紙通商株式会社      10.65％ 

  日本紙パルプ商事株式会社    9.73％  

  株式会社共同紙販ホールディングス（自己株式） 

                  9.67％  

  国際紙パルプ商事株式会社    6.00％ 

  

 ①商号  

  河内屋紙株式会社（消滅会社）  

 ②事業内容  

  洋紙卸売業  

 ③設立年月日  

  昭和20年４月１日 

 ④本店所在地  

  東京都中央区晴海三丁目12番１号  

 ⑤代表者の役職氏名  

  代表取締役社長 郡司 勝美  

 ⑥資本金の額  

  10百万円（平成22年３月31日付）   

 ⑦発行済株式数  

  200株（平成22年３月31日付） 

 ⑧純資産  

  30百万円（平成22年３月31日付）  

 ⑨総資産  

  1,051百万円（平成22年３月31日付） 

 ⑩事業年度の末日  

  ３月31日  

 ⑪大株主及び持株比率（平成22年３月31日付） 

  株式会社共同紙販ホールディングス  100.00％  
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

①商号  

  はが紙販株式会社（消滅会社）  

 ②事業内容  

  洋紙卸売業  

 ③設立年月日  

  昭和20年４月１日  

 ④本店所在地  

  東京都中央区晴海三丁目12番１号  

 ⑤代表者の役職氏名  

  代表取締役社長 伊藤 政博  

 ⑥資本金の額  

  10百万円（平成22年３月31日付）  

 ⑦発行済株式数  

  200株（平成22年３月31日付）  

 ⑧純資産  

  11百万円（平成22年３月31日付）  

 ⑨総資産  

  3,047百万円（平成22年３月31日付）   

 ⑩事業年度の末日  

  ３月31日  

 ⑪大株主及び持株比率（平成22年３月31日付） 

   株式会社共同紙販ホールディングス   100.00％ 

(4）合併後の状況 

 ①商号  

  株式会社共同紙販ホールディングス   

 ②事業内容  

  洋紙卸売業  

 ③本店所在地  

  東京都中央区晴海三丁目12番１号  

 ④代表者の役職氏名  

  代表取締役社長 郡司 勝美  

 ⑤資本金の額  

  2,381百万円  

 ⑥事業年度の末日  

  ３月31日  

（5）会計処理の概要 

 本合併は「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会 最終改正平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号 最終改正平成20年12月26日）に

基づき処理する予定であります。   
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 409,985 862,261

受取手形 1,021,302 1,418,447

売掛金 4,121,268 3,965,189

商品及び製品 891,400 622,780

前払費用 41,044 44,700

未収入金 799,789 657,799

その他 11,340 10,880

流動資産合計 7,296,131 7,582,060

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,567,014 2,560,877

減価償却累計額 △1,120,005 △1,183,165

建物（純額） 1,447,009 1,377,711

構築物 37,524 37,524

減価償却累計額 △28,966 △30,635

構築物（純額） 8,558 6,889

機械及び装置 219,580 219,730

減価償却累計額 △187,421 △193,910

機械及び装置（純額） 32,159 25,819

車両運搬具 24,321 24,866

減価償却累計額 △20,413 △21,650

車両運搬具（純額） 3,908 3,215

工具、器具及び備品 131,696 134,027

減価償却累計額 △87,416 △103,092

工具、器具及び備品（純額） 44,280 30,934

土地 1,501,769 1,417,953

有形固定資産合計 3,037,684 2,862,525

無形固定資産   

のれん 757,284 717,427

ソフトウエア 82,197 58,445

無形固定資産合計 839,482 775,872

投資その他の資産   

投資有価証券 491,091 535,630

関係会社株式 276,112 266,212

長期貸付金 216,551 216,871

出資金 2,300 2,300

その他 241,127 152,638

投資その他の資産合計 1,227,182 1,173,652

固定資産合計 5,104,350 4,812,050

資産合計 12,400,481 12,394,110
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 277,326 244,918

買掛金 5,773,670 6,177,829

1年内返済予定の長期借入金 － 60,000

短期借入金 1,776,398 1,357,058

1年内償還予定の社債 500,000 －

未払金 102,289 253,774

未払費用 194,599 190,730

未払法人税等 2,290 4,757

前受金 5,476 5,727

預り金 21,725 18,780

賞与引当金 22,110 22,206

その他 30,498 52,408

流動負債合計 8,706,384 8,388,190

固定負債   

長期借入金 － 210,000

社債 500,000 500,000

退職給付引当金 388,736 395,464

長期預り保証金 19,600 16,600

固定負債合計 908,336 1,122,064

負債合計 9,614,721 9,510,254

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金   

その他資本剰余金 928,340 776,560

資本剰余金合計 928,340 776,560

利益剰余金   

利益準備金 2,581 2,581

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △151,779 70,926

利益剰余金合計 △149,197 73,508

自己株式 △258,061 △258,115

株主資本合計 2,902,133 2,973,006

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △116,373 △89,149

評価・換算差額等合計 △116,373 △89,149

純資産合計 2,785,759 2,883,856

負債純資産合計 12,400,481 12,394,110
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(2)【損益計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 24,089,406 21,741,943

売上原価   

商品期首たな卸高 1,692,552 891,400

当期商品仕入高 20,301,356 18,759,470

合計 21,993,909 19,650,871

他勘定振替高 5,464 7,594

商品期末たな卸高 891,400 622,780

売上原価合計 21,097,043 19,020,496

売上総利益 2,992,362 2,721,447

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 476,730 463,178

外注費 135,905 107,249

役員報酬及び給料手当 323,975 307,446

賞与引当金繰入額 20,544 22,206

退職給付費用 31,565 28,368

福利厚生費 40,573 35,065

賃借料 68,051 61,137

減価償却費 83,702 57,773

支払手数料 1,311,708 1,304,232

その他 352,532 297,294

販売費及び一般管理費合計 2,845,288 2,683,952

営業利益 147,073 37,494

営業外収益   

受取利息 8,877 8,146

受取配当金 20,808 16,404

設備賃貸料 12,343 11,568

受取手数料 50,852 61,930

その他 8,880 9,025

営業外収益合計 101,762 107,075

営業外費用   

支払利息 33,496 19,268

社債利息 13,200 10,300

手形売却損 29,802 51,317

支払手数料 17,004 －

その他 19,706 6,663

営業外費用合計 113,210 87,549

経常利益 135,626 57,021
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 － 2,499

貸倒引当金戻入額 158,108 16,970

その他 4,310 1,952

特別利益合計 162,418 21,423

特別損失   

投資有価証券評価損 186,998 －

関係会社株式評価損 116,238 －

合併関連費用 － 2,304

減損損失 112,909 －

その他 30,089 127

特別損失合計 446,234 2,432

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △148,189 76,012

法人税、住民税及び事業税 3,590 4,757

過年度法人税等 － 329

法人税等合計 3,590 5,086

当期純利益又は当期純損失（△） △151,779 70,926
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(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,381,052 2,381,052

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,381,052 2,381,052

資本剰余金   

その他資本剰余金   

前期末残高 740,757 928,340

当期変動額   

合併による増加 708,753 －

欠損填補 △521,170 △151,779

当期変動額合計 187,582 △151,779

当期末残高 928,340 776,560

資本剰余金合計   

前期末残高 740,757 928,340

当期変動額   

合併による増加 708,753 －

欠損填補 △521,170 △151,779

当期変動額合計 187,582 △151,779

当期末残高 928,340 776,560

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 2,581 2,581

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,581 2,581

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △521,170 △151,779

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △151,779 70,926

欠損填補 521,170 151,779

当期変動額合計 369,391 222,705

当期末残高 △151,779 70,926

利益剰余金合計   

前期末残高 △518,589 △149,197

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △151,779 70,926

欠損填補 521,170 151,779

当期変動額合計 369,391 222,705

当期末残高 △149,197 73,508
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △257,365 △258,061

当期変動額   

自己株式の取得 △696 △53

当期変動額合計 △696 △53

当期末残高 △258,061 △258,115

株主資本合計   

前期末残高 2,345,855 2,902,133

当期変動額   

欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △151,779 70,926

自己株式の取得 △696 △53

合併による増加 708,753 －

当期変動額合計 556,277 70,872

当期末残高 2,902,133 2,973,006

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △127,402 △116,373

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,029 27,223

当期変動額合計 11,029 27,223

当期末残高 △116,373 △89,149

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △127,402 △116,373

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,029 27,223

当期変動額合計 11,029 27,223

当期末残高 △116,373 △89,149

純資産合計   

前期末残高 2,218,452 2,785,759

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △151,779 70,926

合併による増加 708,753 －

自己株式の取得 △696 △53

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,029 27,223

当期変動額合計 567,307 98,096

当期末残高 2,785,759 2,883,856
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   該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記
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本日別途公表しております「代表取締役および役員の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

  

 
（注）「その他」は不動産賃貸、保管、加工及び配送等による収入額を記載しております。 

6. その他

(1) 役員の異動

(2) 品目別売上高

（数量、金額は単位未満切捨て）

品目別

前連結会計年度 当連結会計年度

増減
前連結会
計年度比 
（％）

自 平成20年4月 1日 自 平成21年4月 1日

至 平成21年3月31日 至 平成22年3月31日

構成比
（％）

構成比
（％）

印刷用紙

数量 
（トン）

102,100 69.7 90,605 68.1 △ 11,495 88.7

金額 
（千円）

15,317,970 63.6 13,351,840 61.4 △ 1,966,130 87.2

情報用紙

数量 
（トン）

44,358 30.3 42,358 31.9 △ 2,000 95.5

金額 
（千円）

8,620,129 35.8 8,238,289 37.9 △ 381,840 95.6

その他
金額 

（千円）
140,194 0.6 146,945 0.7 6,751 104.8

合計

数量 
（トン）

146,458 100.0 132,963 100.0 △ 13,495 90.8

金額 
（千円）

24,078,293 100.0 21,737,074 100.0 △ 2,341,219 90.3
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